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第２５回 国土交通省新型コロナウイルス感染症対策本部 

 

令和３年５月７日 

 

大臣発言 

 

○ 本日、政府の「新型コロナウイルス感染症対策本部」が開かれ

ましたので、まず、その結果について報告します。 

 

○ ４月 25 日に、Ｇ.Ｗを見据えて人流を抑制するという目的も含

めて、かなり強い措置を盛り込んだ内容の緊急事態宣言を発出し

ましたが、それ以降、関西圏や東京における人の流れは大幅に減

少しており、対策の効果が出始めていると考えられます。これま

での国民の皆さま、事業者の皆さまへのご協力に心から感謝申し

上げます。 

 

○ 一方、新規感染者数は都市部を中心に高い水準にあり、特に大

阪・兵庫では、医療提供体制が極めて厳しい状況が続き、また、

感染力の強い変異株への置き換わりも進みつつあります。 

 

○ Ｇ.Ｗが終了し、いわゆる日常生活が再開されるにあたり、感

染者数の減少傾向を確実なものとし、感染を抑え込むため、 

①  緊急事態宣言の期間を５月 31 日まで延長することとし、そ

の対象区域についても、愛知県及び福岡県を追加すること。 

②  まん延防止等重点措置については、その実施すべき区域

に、５月９日から北海道、岐阜県及び三重県を追加するとと
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もに、実施期間を５月 31 日まで延長すること。尚、宮城県に

つきましては、５月 11 日で除外すること。 

が決定されました。 

 

〇 緊急事態措置区域およびまん延防止等重点措置区域において

は、引き続き、日中も含めた不要不急の外出・移動の自粛等が求

められ、感染防止等の徹底に取り組むこととされています。       

そのため、私からは、感染拡大の防止に万全を期すよう、以下

の通り、改めて指示いたします。 

 

○ 具体的には、 

・ 緊急事態措置区域等における外出・移動の自粛の観点から、

空港や鉄道駅、高速道路のＳＡ・ＰＡ等における移動自粛の呼

びかけや、主要空港におけるサーモグラフィーによる検温の徹

底、緊急事態措置区域等を対象エリアに含む高速道路周遊パス

の新規申込の受付停止、高速道路料金の休日割引の３割引を適

用しないこと等の取組を継続実施すること 

 

 ・ 政府として経済団体に対し、テレワークの活用等による出勤

者数の７割削減の実施状況を各事業者が自ら公表し、取組を促

進するよう要請するとされたことを踏まえ、国土交通省として

もテレワークの活用等により出勤職員の７割削減を自ら徹底す

るとともに、所管事業者に対し、改めて、テレワークの活用等

について協力を強く要請すること 
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 ・ 各業界の事業経営や雇用等の状況について、きめ細かく、前

広に把握の上、資金繰りに関する支援等についての相談窓口に

おいて、引き続き必要な対応を行うなど、先手先手で万全の対

応を行うこと 

 

・ 昨年来、政府として種々の支援策を講じて、現在の措置に至

っているが、中でも雇用調整助成金については、今般、６月ま

でこれまでと同水準の支援を行うとされたことを踏まえ、所管

事業者に周知徹底し、その積極的活用を促すこと 

 

 ・ 地域観光事業支援事業について、引き続き、観光関連事業者

は極めて深刻な影響を受けることが予想されるため、新たに講じ

た「宿泊事業者による感染防止対策等への支援」について、早急

に都道府県や事業者に周知し、着実な実施を促すこと 

などを指示いたします。 

 

〇 引き続き、職員一人一人が、国家公務員としての高い自覚と緊

張感をもって業務に励むとともに、感染予防対策や体調管理を徹

底して下さい。 

 

〇 国民の生命と暮らしを守るためには、何としても５月 31 日ま

でに感染収束を図らなければいけないと考えております。省とし

てそのような思いを１つにしてしっかり対応していきたいと思い

ます。 

〇 私からは以上です。 


